
 

 

 
貸 借 対 照 表 

 

(2019年３月31日現在) 
(単位：千円) 

 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科      目 金   額 科      目 金   額 

流 動 資 産 3,233,683 流 動 負 債 1,658,507

現 金 及 び 預 金 1,712,618 支 払 手 形 4,223

受 取 手 形 31,861 買 掛 金 532,325

売 掛 金 1,080,445 電 子 記 録 債 務 591,457

電 子 記 録 債 権 41,006 短 期 借 入 金 230,000

商 品 及 び 製 品 45,693 未 払 金 68,425

仕 掛 品 91,304 未 払 費 用 58,013

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 80,550 未 払 法 人 税 等 11,274

前 渡 金 168 未 払 消 費 税 等 40,350

前 払 費 用 27,133 前 受 金 2,110

未 収 入 金 108,462 預 り 金 34,366

そ の 他 16,629 賞 与 引 当 金 85,900

貸 倒 引 当 金 △2,189 そ の 他 59

固 定 資 産 1,801,060 固 定 負 債 713,933

有 形 固 定 資 産 1,247,194 長 期 未 払 金 65,774

建 物 311,283 再評価に係る繰延税金負債 70,154

構 築 物 6,642 退 職 給 付 引 当 金 578,004

機 械 及 び 装 置 91,725 負 債 合 計 2,372,441

車 両 運 搬 具 165 純  資  産  の  部 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,424 株 主 資 本 2,573,721

土 地 834,953 資 本 金 434,319

無 形 固 定 資 産 29,955 資 本 剰 余 金 425,177

ソ フ ト ウ エ ア 29,955 資 本 準 備 金 110,000

投 資 そ の 他 の 資 産 523,909 そ の 他 資 本 剰 余 金 315,177

投 資 有 価 証 券 380,007 利 益 剰 余 金 1,974,032

従業員に対する長期貸付金 500 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,974,032

破 産 更 生 債 権 等 6,905 別 途 積 立 金 760,000

長 期 前 払 費 用 3,789 繰 越 利 益 剰 余 金 1,214,032

繰 延 税 金 資 産 102,160 自 己 株 式 △259,808

そ の 他 37,512 評 価 ・ 換 算 等 88,581

貸 倒 引 当 金 △6,965 その他有価証券評価差額金 186,596

 土 地 再 評 価 差 額 金 △98,014

 純 資 産 合 計 2,662,302

資 産 合 計 5,034,744 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,034,744



 

 

 
損 益 計 算 書 
   

   

 

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで)

(単位：千円) 
 

科        目 金        額 

売 上 高 7,796,016 

売 上 原 価 6,159,381 

売 上 総 利 益 1,636,634 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,403,089 

営 業 利 益 233,544 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,310  

そ の 他 28,820 38,130 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 2,881  

そ の 他 21 2,902 

経 常 利 益 268,772 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 5,015  

受 取 補 填 金 650 5,665 

特 別 損 失  

下 請 代 金 返 還 金 4,924  

商 品 評 価 損 3,684  

減 損 損 失 14,514 23,123 

税 引 前 当 期 純 利 益 251,315 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,895  

法 人 税 等 調 整 額 △19,073 △16,178 

当 期 純 利 益 267,493 

 



 

 

 
株主資本等変動計算書 

   

   

 

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで) 

(単位：千円) 
 

 

株     主     資     本 

資 本 金 

資  本  剰  余  金 

資本準備金 
その他 

資本剰余金 
資本剰余金合計 

当 期 首 残 高 434,319 110,000 315,177 425,177 

当 期 変 動 額  

 剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 

 自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― 

株主資本以外の項目
の 

当期変動額 (純額) 
― ― ― ― 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 

当 期 末 残 高 434,319 110,000 315,177 425,177 

 
(単位：千円) 

 

 

株     主     資     本 

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合   計 別途積立金 

繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 760,000 1,388,380 2,148,380 

当 期 変 動 額  

 剰 余 金 の 配 当 ― △73,667 △73,667 

当 期 純 利 益 ― 267,493 267,493 

 自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― 

株主資本以外の項目
の 

当期変動額 (純額) 
― △368,174 △368,174 

当 期 変 動 額 合 計 ― △174,348 △174,348 

当 期 末 残 高 760,000 1,214,032 1,974,032 

 



 

 

 
(単位：千円) 

 

 
株     主     資     本 

自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 △259,806 2,748,070 

当 期 変 動 額  

 剰 余 金 の 配 当 ― △73,667 

当 期 純 利 益 ― 267,493 

 自 己 株 式 の 取 得 △1 △1 

株主資本以外の項目
の 

当期変動額 (純額) 
－ △368,174 

当 期 変 動 額 合 計 △1 △174,349 

当 期 末 残 高 △259,808 2,573,721 

  
(単位：千円) 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金
評価・換算差額

等合計 

当 期 首 残 高 283,888 △538,693 △254,804 2,493,265 

当 期 変 動 額  

 剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △73,667 

当 期 純 利 益 ― ― ― 267,493 

 自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △1 

株主資本以外の項目
の 

当期変動額 (純額) 
△97,292 440,678 343,386 △24,787 

当 期 変 動 額 合 計 △97,292 440,678 343,386 169,037 

当 期 末 残 高 186,596 △98,014 88,581 2,662,302 

 



 

 

 
個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 
①商品及び製品 
移動平均法 

②原材料 
移動平均法 

③仕掛品 
個別法 

④貯蔵品 
最終仕入原価法 

  
２．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

定率法 
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法によ
っております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物         ８～50年 
機械及び装置     ４～10年 
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償
却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

(2) 無形固定資産 
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用しております。 

 
３．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担
額を計上しております。 



 

 

 
(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額
（自己都合期末要支給額の全額）に基づき計上しております。 
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合支給
額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

  
４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 
税抜方式によっております。 

 
５．表示方法の変更 
 (「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用に伴う変更) 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30
年２月16日）等を当事業年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の
資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更し
ております。 
 



 

 

 
（貸借対照表に関する注記） 
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,988,083千円
  
２．担保に供している資産 

建    物 310,784千円
土    地 834,953千円

  上記に対応する債務 
短期借入金 180,000千円

  
３．国庫補助金による圧縮記帳額は、建物16,013千円であり、貸借対照表計上額はこ

の圧縮記帳額を控除しております。 
  
４．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律 (平成13年３月31日公布法律第19号)に基
づき、2002年（平成14年）３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。 
なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律
（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当
額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金
額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第３号に定める固定資産税評価額により算出 
再評価を行った年月日 2002年（平成14年）３月31日

 
５．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契約を締

結しております。 
当該契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおりであります。 
当座貸越極度額 895,000千円
借入実行残高 230,000千円

差引額 665,000千円

 



 

 

 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株 式 の 種 類 
当事業年度期
首 株 式 数

当事業年度増
加 株 式 数

当事業年度減
少 株 式 数

当事業年度末
株 式 数 

普 通 株 式
（ 株 ） 

4,015,585 ― ― 4,015,585 

  
２．自己株式の種類及び総数に関する事項 

株 式 の 種 類 
当事業年度期
首 株 式 数

当事業年度増
加 株 式 数

当事業年度減
少 株 式 数

当事業年度末
株 式 数 

普 通 株 式
（ 株 ） 

332,198 2 ― 332,200 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加２株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 
 
３．剰余金の配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

決 議 
株式の種

類 
配当金の
総 額

配当の原
資 

1 株 当 た
り配当額

基 準 日
効力発生

日 

2 0 1 8年6
月 2 6 日 
定時株主
総 会 

普通株式 
73,667千

円 
利益剰余

金 
20円

2 0 1 8年3
月 3 1 日

2 0 1 8年6
月 2 7 日 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌事業年度とな 
るもの 

決 議 
（予定） 

株式の種
類 

配当金の
総 額

配当の原
資 

1 株 当 た
り配当額

基 準 日
効力発生

日 

2 0 1 9年6
月 2 7 日 
定時株主
総 会 

普通株式 
55,250千

円 
利益剰余

金 
15円

2 0 1 9年3
月 3 1 日

2 0 1 9年6
月 2 8 日 

 



 

 

 
（金融商品に関する注記） 
１．金融商品の状況に関する事項 
（1） 金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については短期的な預金を中心に、安全性の高い金融資
産で運用し、短期的な運転資金については主に銀行借入や社債発行により調
達しております。 
 また、設備計画に基づく必要な資金についても銀行借入や社債発行により
調達しております。 

 
（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
    営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスク

に晒されております。 
 当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管
理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を１年ごとに把握す
る体制としております。 
 投資有価証券は、主に純投資目的の債券及び株式並びに取引先企業との業
務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 
 当該リスクに関しては、四半期ごとに時価や発行体（取引先企業）の財務
状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し
ております。 
 営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、１年以内の支払期
日であります。 
 短期借入金及び社債は、主に営業取引に係る資金調達であります。 
 また、営業債務や借入金及び社債は、流動性リスクに晒されておりますが、
当社では、財務経理部が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理
しております。 

 



 

 

 
２．金融商品の時価等に関する事項 
  2019年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のは、次表には含まれておりません（(注)２参照）。 

（単位：千円） 

 項 目
貸借対照表計
上 額

時 価 差 額 

（ 1 ） 現 金 及 び 預 金 1,712,618 1,712,618 ― 

（ 2 ） 受 取 手 形 31,861 31,861 ― 

（ 3 ） 売 掛 金 1,080,445 1,080,445 ― 

（ 4 ） 電 子 記 録 債 権 41,006 41,006 ― 

（ 5 ） 投 資 有 価 証 券 369,007 369,007 ― 

（ 6 ） 破産更生債権等 6,905  

 貸倒引当金（※） △6,905  

 差 引 ― ― ― 

資 産 計  3,234,938 3,234,938 ― 

（ 7 ） 支 払 手 形 4,223 4,223 ― 

（ 8 ） 買 掛 金 532,325 532,325 ― 

（ 9 ） 電 子 記 録 債 務 591,457 591,457 ― 

（ 1 0 ） 短 期 借 入 金 230,000 230,000 ― 

負 債 計  1,358,006 1,358,006 ― 

※ 破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 
（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金、(4)電子記録債権 
   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。 
(5)投資有価証券 

   これらの時価について、株式は取引所の価格又は発行体から提示された
価格によっております。 

(6)破産更生債権等 
破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を貸倒引当金として計上しているため、貸借対照表計上額から当該貸倒
引当金を控除した金額をもって時価としております。 

(7)支払手形、(8)買掛金、(9)電子記録債務、(10)短期借入金 
   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。 



 

 

  
２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりで

あり、金融商品の時価情報の「(5)投資有価証券」には含まれておりません。 
 （単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 ※ 11,000 

※ 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
められることから時価開示の対象とはしておりません。 

 



 

 

 
（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 千円
 未払事業税否認 2,576
 未払事業所税否認 1,254
 賞与引当金否認 26,302
 貸倒引当金限度額超過 2,803
 減損損失否認 11,836
 投資有価証券評価損否認 15,443
 退職給付引当金否認 176,984
 役員退職慰労引当金否認 20,140
 会員権評価損否認 6,481
 少額資産一括償却否認 828
 たな卸資産評価損否認 12,458
繰越欠損金 111,464

 その他 1,352

 繰延税金資産計 389,928

 評価性引当額 △223,255
 繰延税金資産合計 166,672
 

 

繰延税金負債 千円
 その他有価証券評価差額金 △64,512

 繰延税金負債合計 △64,512

 差引 繰延税金資産の純額 102,160
 

 

 土地再評価に係る繰延税金負債 △70,154
  
（関連当事者との取引に関する注記） 
  役員及び個人主要株主等 

（単位：千円） 

種 類 

会社等
の名称 
又は氏

名 

事業の
内 容 
又は職

業 

議決権
等の所

有 
( 被 所
有 ) 割

合 

関連当
事 者
との関

係 

取引の
内 容

取引金
額 

科 目 
期末残

高 

役員に
準ずる

者 

平 賀 
順 二 

当社顧
問 

被所有
直 接

  
3.34％

顧問契
約 

顧問報
酬 

(注)２
18,333 ― ― 

（注）1. 取引金額には、消費税等が含まれておりません。 

2. 報酬については、契約内容に従って経営全般のサポート及びアドバイスでの当社への関与度
合いに基づいて決定しております。 

3. 2018年４月から2019年３月までの取引金額であります。 

  
（１株当たり情報に関する注記） 



 

 

１．１株当たり純資産額 722円79銭
２．１株当たり当期純利益 72円62銭
  
（重要な後発事象に関する注記） 
  該当事項はありません。 
 


